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障がい者基本計画策定に関するヒアリング（令和 8年度第 2回生活支援部会） 

 

 今年度は「第 3次障害者基本計画」および「第 8期からつ自立支援プラン」の策定年

度にあたり、協議会からの意見聴取のためのヒアリングを実施した。 

• 調査概要・総括： 

・調査期間：令和 8年 8月 3日～（約 10日間）／ 回答事業所：生活支援部会

から 7事業所。 

 

・障害者の高齢化・重度化に伴い既存の支援体制が限界に達している点、なら

びに制度と現場の乖離（「制度はあるが使いにくい」「人材不足でサービス

が選べない」等）が浮き彫りとなった。 

 

• ヒアリングシートで寄せられた主な意見： 

・保健・医療： 医療費助成の窓口払い不要化、精神科病院閉院に伴う 

受診困難への対策。 

・地域生活支援： ヘルパー不足・高齢化、強度行動障害対応の受け入れ先不

足、市独自の事業所支援や研修の充実、重度対応グループホームの増設。 

・移動環境： 福祉タクシーの予約困難、公共施設へのクールダウン室 設置。 

・啓発・広報： 相談窓口のフローチャート化、見えない障害への理解促進（企

業向け研修、事例発信）。 

・説明後グループワーク 

・発表（各グループからの意見発表） 

・Aグループ（視覚障害者支援）： 事業者サービスの分かりにくさ、同行援護の

人手不足に対し、県の「中途視覚障害者生活行動訓練等事業」や「重度障害者

等就労支援特別事業」の活用・実施を提案。 

 

・Bグループ（保健医療体制）： 知的・発達障害を持つ人の「かかりつけ内科

医」確保が困難であり、市への協力を要請。 

 

・Cグループ（制度の適正化と人材不足）： 補装具制度の分かりにくさ改善、グ

ループホームでの金銭管理問題、過剰サービスの適正化を提案。 

 

・Dグループ（計画の成果とヘルパー）： 計画の成果が見えにくい点への対応、

ヘルパーの減少・高齢化対策、市による適正なサービスへのテコ入れを要望。 

 

・Eグループ（現場と行政の連携）： 

現場の意見を行政に届けるため、データ収集やヒアリング機会の明確化を提

案。 

 

・行政からの回答・対応： 

o 各グループからの意見は策定委員会へ報告する。 

o 有田町の「同行援護」関連事業（重度障害者等就労支援特別事業）を調

査する。 

o 補装具レンタルは実績がないが、必要に応じて申請を進める。 

 


